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医療計画及び地域医療構想

資料４
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医療計画に係る医療法の改正の主な経緯について
改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等

昭和23年
医療法制定

終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療水準の確保を図る
ため、病院の施設基準等を整備

○病院の施設基準を創設

昭和60年
第一次改正

医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴い、医療資源の地
域偏在の是正と医療施設の連携の推進を目指したもの。

○医療計画制度の導入
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定

平成４年
第二次改正

人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医療を効率的に提供
するための医療施設機能の体系化、患者サービスの向上を図るための患者
に対する必要な情報の提供等を行ったもの。

○特定機能病院の制度化
○療養型病床群の制度化

平成９年
第三次改正

要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏における医療需要
に対する医療提供、患者の立場に立った情報提供体制、医療機関の役割分
担の明確化及び連携の促進等を行ったもの。

○診療所への療養型病床群の設置
○地域医療支援病院制度の創設
○医療計画制度の充実

・二次医療圏ごとに以下の内容を記載
地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標
医療関係施設間の機能分担、業務連携

平成12年
第四次改正

高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質な医療を効率的に
提供する体制を確立するため、入院医療を提供する体制の整備等を行った
もの。

○療養病床、一般病床の創設
○医療計画制度の見直し

・基準病床数へ名称を変更

平成18年
第五次改正

質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するため、医療に関する
情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推
進、地域や診療科による医師不足問題への対応等を行ったもの。

○都道府県の医療対策協議会制度化
○医療計画制度の見直し

・４疾病・５事業の具体的な医療連携体制を位
置付け

平成23年 「社会保障・税一体改革大綱」に基づき、急性期をはじめとする医療機能の強化、

病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等を内容とする医療
サービス提供体制の制度改革に取り組むこととされた。

○疾病・事業ごとのＰＤＣＡサイクル
○在宅医療の医療連携体制に求められる機能の明示
○精神疾患を既存の４疾病に追加し、５疾病となった

平成26年
第六次改正

社会保障と税の一体改革として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築する
とともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するため、所要の整備等を行う。

○病床機能報告制度の創設
○地域医療構想の策定、地域医療構想調整会議の設置
○地域医療介護総合確保基金の創設

平成30年 地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、
都道府県の医療計画における医師確保に関する事項の策定等の措置を講ずる。

○医師確保計画の策定
○外来医療提供体制の確保
○地域医療構想の実現のため知事権限の追加

※平成27年の改正で「地域医療連携推進法人」の認定制度を創設 3

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床数
の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されることと
なり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。

医療計画について

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医
療需要と将来の病床数の必要量、在宅医療等の医療需要を推計。

○ 地域医療構想

記載事項（主なもの）

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握
し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための
具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直しを
行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医師の確保、医療従事者（医師以外）の確保

・ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、看護
師等の確保。

○ 医療圏の設定、基準病床数の算定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入/流出割
合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位と
して区分。

計画期間

○ ６年間 （現行の第７次医療計画の期間は2018年度～2023年度。中間年で必要な見直しを実施。）

５２医療圏（平成３０年４月現在）

※都道府県ごとに１つ（北海道のみ６
医療圏）

【医療圏設定の考え方】
特殊な医療を提供する単位として設

定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当該都道府県の区域内に二以上
の区域を設定し、また、都道府県の境
界周辺の地域における医療の需給の
実情に応じ、二以上の都道府県にわた
る区域を設定することができる。

三次医療圏

【医療圏設定の考え方】
一般の入院に係る医療を提供することが相

当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

３３５医療圏（平成３０年４月現在）

二次医療圏
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地域医療構想と

ご当地医療の必要性

5

平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合
50.9%
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15～64歳人口

14歳以下人口
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62.1%
※１

25.1%
※１

1.43
(2013)

12,730万人※１

11,662

3,685

6,773

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 厚
生労働省「人口動態統計」
※１ 出典：平成25年度 総務省「人口推計」 （2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％）

2013

日本の人口の推移
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2025年までの65歳以上人口の増加数

2010年65歳以上人口

2025年までの各県の65歳以上人口増加数が、全国の65

歳以上人口増加数に占める割合

8

都道府県別⾼齢者⼈⼝（65歳以上）の増加数
（2010年 → 2025年）

東京都、⼤阪府、神奈川県、埼⽟県、愛知
県、千葉県、北海道、兵庫県、福岡県で、
2025年までの全国の65歳以上⼈⼝増加数の
約６０％を占める

○ 高齢化の進展には地域差
○ 首都圏をはじめとする都市部を中心に、高齢者数が増加

（既に人口減少が始まっている都道府県も）

出典：国勢調査（平成22年）
国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「都道府県の将来推計⼈⼝（平成24年1⽉）

（⼈） （割合）

高齢者数増加の地域差について
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７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成
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埼玉県（2025年の指数が

全国で最も高い）

東京都（2040年に向け
て上昇）

山形県（2025年の指数が

全国で最も低い）

島根県（2030年以降の指数

が全国で最も低い）
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高齢者

住まい

高度急性期

急性期医療

回復期医療

地域の支え合い＊

移動・公共交通

各種生活サービス

相談（地域包
括支援センター）

慢性期医療

介護施設

介護ｻｰﾋﾞｽ

ケアマネジャー

介護予防

健康づくり

就労支援

社会貢献

地域包括ケアの縦軸と横軸

＊
・見まもり
・買い物
・通院の付き添い
・ごみの分別
・預金の引きおろし
・役場の手続きなど

10

かかりつけ医
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【特別養護老人ホーム・
老人保健施設】

【在宅介護サービス】

【急性期病院】

【高度急性期
病院】

【回復期病院】

・医師・看護師を多く配置

・質の高い医療と手厚い看
護により、早期に「急性期後
の病院」や「リハビリ病院」に
転院可能

・いつでも必要な場合に往診してくれる医
師が近くにいて、必要な訪問看護サービ
スを受けることができる。

在宅
医療

・サービス付き高齢者向け住宅
や有料老人ホームなど高齢者
が安心して暮らせる多様な住ま
い

⽼⼈クラブ・⾃治会・ボランティア・ＮＰＯ 等

【⽣活⽀援・介護予防】

・ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体による見守り、配食、
買い物支援等の生活支援サービスが充実
・社会参加が推進され地域での介護予防活動が充実

・２４時間対応の訪問介護・看
護サービス、小規模多機能型
居宅介護等により、高齢者の
在宅生活を支援

入院医療 介護

「地域包括ケアシステムの整備」
医療、介護、住まい、予防、生活支援サービ
スが身近な地域で包括的に確保される体制
を構築

連携強化

・病院の退院調整スタッフが連携先の
身近な病院を紹介
・自分で転院先を探す必要がない

【慢性期病院】

・身近なところで集中的なリハビ
リを受けることができる。

・早期の在宅復帰、
社会復帰が可能

発症
住まい

（患者さん・家族）

・地域の拠点として在宅介護サービス等も積極的に展開

外来
医療

歯科
医療

薬局

有床
診療所

縦軸 かかりつけ医
時々入院、ほぼ在宅

11
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・本格的高齢化社会
→ 地域での暮らしの重要性が増す

・人口減少社会
→ 地域の課題・困りごとを地域で解決する選択肢

・横軸の地域包括ケアは、地域共生社会につながり、
地域づくりにつながる
→ 縦割りでなく横串(課題の範囲は生活全般)

住民協働（住民と行政）、専門職のバックアップ
健康福祉部だけでなく企画部総務部市民部も
介護保険の地域支援事業の有効活用

横軸＝地域共生社会→地域づくり
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14

（仮称）多摩市版医療連携構
想
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それは、「ご当地医療」！
● 地域に合った医療・介護体制を整える必要。

地域に合った医療「ご当地医療」をつくっていく必要。

・医療や介護、予防、生活支援などのサービスが一体となっ
て切れ目なく提供される「地域包括ケア」というネットワーク
の構築は、人のつながりが重要であり、各地域で独自で作
られていくものである。

・高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切
な医療を、地域において効果的かつ効率的に提供する体制
を整備することが重要。（＝急性期医療を中心に人的・物的
資源を集中し、早期の家庭復帰・社会復帰を実現。受け皿
となる地域の病床や在宅医療・介護の充実。）
・あわせて、提供者間のネットワーク化が必要不可欠。

15
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